
補助金額

主な要件

最大295万円

名古屋市内に事業所を有する
中小企業者等

・市内事業所に未使用の設備を導入すること
・交付決定日以降に契約・購入、設置工事を行うこと
・太陽電池出力及びパワーコンディショナ出力が 10kW以上であること
・太陽光発電設備で発電する電力量の 50％以上を導入場所の敷地内の事業所で自家消費すること
・再エネ特措法に基づく FIT 制度又は FIP 制度による売電を行わないこと
・なごや SDGsグリーンパートナーズの登録・認定を受けているまたは申請を行っていること（追加）
 （詳細は裏面下部の 2次元コードよりご確認ください。）

・市内事業所に未使用の設備を導入すること
・交付決定日以降に契約・購入、設置工事を行うこと
・既存設備を更新すること
・２者以上から見積書を徴取し、最低価格を採用すること
・なごや SDGsグリーンパートナーズの登録・認定を受けているまたは申請を行っていること（追加）
 （詳細は裏面下部の 2次元コードよりご確認ください。）

高効率空調設備・LED照明

補助金額

主な要件

太陽光発電設備・蓄電システム
（太陽光発電設備と同時導入）

最大100万円

省エネ

再エネ

エネルギー価格高騰の影響緩和と脱炭素社会の実現に向けた取組みを後押しするため、国の「　　　　
　　　　　　　　　　  　　　　　」を活用した補助事業を実施します。
エネルギー価格高騰の影響緩和と脱炭素社会の実現に向けた取組みを後押しするため、国の「　　　　
　　　　　　　　　　  　　　　　」を活用した補助事業を実施します。

物価高騰
対応重点支援地方創生臨時交付金

令和 8年

5月25日（月）▶8月31日（月）

申請の手引き等で補助要件を必ずご確認のうえ、申請してください。
申請書類や申請の手引き等は名古屋市公式ウェブサイト（裏面参照）
からダウンロードすることができます。

※申請書および添付書類に不足・不備があると受付できません。

のみなさまへ
省エネ・再エネ設備の

補助します！を導入
省エネ・再エネ設備の

補助します！を導入
中小企業者

光熱費削減、災害対策にも！

名古屋市環境局

令和8 年度



1

名古屋市公式ウェブサイト「中小企業　省エネルギー設備等導入補助」
https://www.city.nagoya.jp/jigyou/boshu/1014251/1014255/1014256.html

2億8,000万円

3,200万円

申請者

交付申請書　提出

2 交付決定通知書　到着

3 事業着手

4 事業完了

令和8年5月25日（月）～令和8年8月31日（月）

5
実績報告書　提出

6 額確定通知書　到着

事業完了後30日以内又は令和8年12月28日（月）の
いずれか早い日まで

7 請求書　提出

8 補助金の受け取り

提出期限：額確定後20日以内

名古屋市

受付・事業内容審査

交付決定
約３週間後

受付・書類審査

額確定

受付・書類審査

補助金の支払い

約１か月後

約１か月後

（4月27日（月）掲載予定）

設備本体及び
付属設備の購入費・
設置工事費の 1/2

高効率空調設備
省エネ

再エネ 蓄電システム
（太陽光発電設備と同時導入する場合のみ）

LED照明

太陽光発電設備 5 万円 /kW

3 万円 /kWh

250万円

100万円

45万円

※省エネ、再エネの各区分において予算額に達し次第、受付を終了します。
※受付期間終了後、予算に残額が出た際には、追加募集を行う場合があります。

※補助限度額を令和8年度から変更しています。

補助限度額補助率・補助単価補助対象設備区　分

■申請書類・申請の手引き等の入手先

予算上限

補助金の申請には本制度への
         登録・認定もしくは申請が必須です！
事業活動においてSDGsの実現に向け取り組む市内の事業所を、
名古屋市が登録・認定し、自主的な取組を支援する制度です。
申請方法などの詳細は右記二次元コードよりご確認ください。

なごやSDGsグリーンパートナーズ

市内の中小企業が環境保全対策を
実施する際に、必要な資金を長期・
低利・固定金利で融資しています。

本補助金と併用可能な制度です！

環境保全・省エネルギー設備資金融資

郵送または電子申請 ※郵送で提出される場合は、消印有効となります。

〒450-0003　名古屋市中村区名駅南三丁目6-6　名駅ユタカビル2A
株式会社TORIST内「中小企業 省エネルギー設備等導入補助金 受付窓口」
☎050-5574-2768　午前9時から午後5時（土・日・祝日を除く）　※受付窓口は4月27日（月）に開設します


